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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数の半導体デバイスを接続する配線を基板上に備える半導体集積回路を製造する方法
であって、前記基板は、第１の領域および前記第１の領域と異なる第２の領域を有し、
　前記複数の半導体デバイスを前記基板に形成するとともに、前記第２の領域にダミーパ
ターンを形成する第１のステップと、
　前記複数の半導体デバイスを覆うようにエッチング停止膜を形成する第２のステップと
、
　前記複数の半導体デバイスを接続するように第１の導電部を形成する第３のステップと
、
　前記第１の導電部を接続するように前記第１の領域に第２の導電部と、シリコン酸化物
を含む層間膜部とを前記エッチング停止膜上に形成する第４のステップと、
　前記層間膜部を貫通し前記エッチング停止膜に到達する開口部を前記第２の領域の前記
ダミーパターンの上面に形成する第５のステップと、
　前記開口部が形成された前記基板を少なくともフッ化水素酸を含む溶液に浸し、前記層
間膜部をエッチングする第６のステップと、
を備える半導体集積回路を製造する方法。
【請求項２】
　第３のステップは、前記半導体デバイスに直接に接続された導電コンタクトと、前記導
電コンタクトに接続された配線層とを形成するステップを備え、
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　前記第１の導電部は前記導電コンタクトおよび前記配線層を含む、請求項１に記載の半
導体集積回路を製造する方法。
【請求項３】
　第４のステップは、少なくとも一層の配線層、前記少なくとも一層の配線層および前記
第１の導電部の間の各々に少なくとも一層のシリコン酸化膜、並びに前記少なくとも一層
の配線層および前記第１の導電部を接続するように前記少なくとも一層のシリコン酸化膜
に設けられた導電ビアを形成するステップを含み、
　前記第２の導電部は、前記少なくとも一層の配線層および前記導電ビアを含み、前記層
間膜部は、前記少なくとも１層のシリコン酸化膜を含む、請求項１または請求項２に記載
の半導体集積回路を製造する方法。
【請求項４】
　前記配線層は銅を主要構成材料として含み、前記導電ビアはタングステンを主要構成材
料として含む、請求項３に記載の半導体集積回路を製造する方法。
【請求項５】
　前記第４のステップでは、前記層間膜部に前記第２の導電部をダマシン法によって形成
する、請求項１～請求項４のいずれかに記載の半導体集積回路を製造する方法。
【請求項６】
　前記基板は、前記半導体集積回路を含む半導体チップ領域と半導体チップ領域の周囲に
設けられたスクライブ領域とを含み、
　前記第５のステップは、前記開口部を前記スクライブ領域に形成するステップを有する
、請求項１～請求項５のいずれかに記載の半導体集積回路を製造する方法。
【請求項７】
　前記基板は、前記半導体集積回路を含む半導体チップ領域と半導体チップ領域の周囲に
設けられたスクライブ領域とを含み、
　前記第５のステップは、前記開口部を前記半導体チップ領域に形成するステップを有す
る、請求項１～請求項５のいずれかに記載の半導体集積回路を製造する方法。
【請求項８】
　前記第２のステップでは、前記エッチング停止膜を前記第１の導電部上に形成する、請
求項１～７のいずれかに記載の半導体集積回路を製造する方法。
【請求項９】
　前記第３のステップでは、前記エッチング停止膜を貫通して前記半導体デバイスと接続
するように前記第１の導電部を形成する、請求項１～７のいずれかに記載の半導体集積回
路を製造する方法。
【請求項１０】
　前記開口部は、前記エッチング停止膜に到達する孔および溝の少なくともいずれかであ
る、請求項１～請求項９に記載の半導体集積回路を製造する方法。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、半導体デバイスを相互に接続する配線を基板に備える半導体集積回路を製造す
る方法に関する。
【０００２】
【従来の技術】
微細化された半導体集積回路の動作を高速にするために、様々な試みが行われている。図
１３に示されるように、半導体集積回路の動作速度は、微細化が進むにつれて、トランジ
スタで構成されるゲート自体の遅延(Intrinsic Gate Delay)に比べて、これらを接続する
配線部分の遅延(Interconnect Delay)の割合が大きくなりつつある。配線部分の遅延は、
配線のキャパシタンスおよび抵抗によって影響を受ける。
【０００３】
このような高速化の試みの１つとして、配線のキャパシタンスに起因する動作遅延を改善



(3) JP 5156155 B2 2013.3.6

10

20

30

40

50

するために層間酸化膜にフッ素(Ｆ)または炭素(Ｃ)を添加して、膜自体の比誘電率を低減
する方法がある。また、比誘電率を低減するためには、層間酸化膜の密度を小さくするこ
とも有効であることが報告されている。
【０００４】
これとは異なる試みとして、層間膜の材料として炭素系の材料を用いて、Ｏ2プラズマを
用いて炭素系層間膜を除去する方法もある。
【０００５】
また、層間膜の成膜条件を制御して層間膜中に空隙を設けることによって、実効的な比誘
電率を下げる試みもある。
【０００６】
【発明が解決しようとする課題】
発明者は、半導体集積回路の動作速度に関するこれらの試みを検討した結果、以下のよう
な問題点を見出した。
【０００７】
低誘電率のフッ素系酸化膜を形成するためには、層間膜形成用の従来のＣＶＤ装置とは異
なる新たな装置が必要とされる。成膜のためには、この新たな装置に対して、細かな成長
条件の設定およびこの条件のメンテナンスが必要である。フッ素系シリコン酸化物を層間
膜に採用する限りは、比誘電率が３以下には下げることは難しい。
【０００８】
また、層間膜の材料として炭素系の材料を用いる方法では、炭素系層間膜の成長装置、お
よび専用のＯ2プラズマ装置が新たに必要となる。
【０００９】
さらに、層間膜中に空隙を形成する方法では、ＣＶＤ法における成膜条件のメンテナンス
することが難しく、成膜条件のずれは断線および短絡といった不良に結びつく。これらの
不良は長期に使用した後に発生する場合もあるので、半導体集積回路の信頼性上の観点か
ら採用しがたい。
【００１０】
そこで、本発明は、新規な装置を利用することなく、半導体集積回路の動作速度を高速化
することができる、半導体集積回路を製造する方法を提供することである。
【００１１】
【課題を解決するための手段】
本発明は、半導体デバイスを相互に接続する配線を基板上に備える半導体集積回路を製造
する方法に関する。基板は、第１の領域、および第１の領域と異なる第２の領域を主面上
に有する。この方法は、(a)基板に半導体デバイスを形成する第１のステップと、(b)半導
体デバイスを覆うようにエッチング停止膜を形成する第２のステップと、(c)半導体デバ
イスに接続された第１の導電部を形成する第３のステップと、(d)第１の導電部に接続す
るように第１の領域に第２の導電部と、シリコン酸化物を含む層間膜部とをエッチング停
止膜上に形成する第４のステップと、(e) 層間膜部を貫通しエッチング停止膜に到達する
開口部を第２の領域に形成する第５のステップと、(f)開口部が形成された基板を少なく
ともフッ化水素酸を含む溶液に浸し、層間膜部をエッチングする第６のステップと、を備
える。
【００１２】
層間膜部は、シリコン酸化物といったシリコン系絶縁膜を含んでいる。シリコン酸化膜を
エッチング可能な溶液で層間膜部のエッチングを行うと、このエッチングに対してエッチ
ング停止膜が層間膜のエッチングに対する保護層として機能する。このため、このエッチ
ング停止膜に覆われた半導体デバイスはエッチングから保護される。また、エッチングの
ために利用する開口部を基板上の第２の領域に設けたので、エッチング停止膜に到達する
開口部を第２の導電部に遮られることなく形成できる。形成された開口部の側面に層間膜
部が露出するので、あらゆる深さの層間膜部の側面からエッチングが進行する。
【００１３】
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本発明は、以下のステップを含むことができる。
【００１４】
本発明に係わる半導体集積回路を製造する方法では、第３のステップは、(c1)半導体デバ
イスに直接に接続された導電コンタクトを形成するステップ、(c2)導電コンタクトに接続
された配線層を形成するステップを含むことができる。このようなステップを備えるので
、第１の導電部は、導電コンタクト及び配線層を含む。
【００１５】
本発明に係わる半導体集積回路を製造する方法では、第４のステップは、(d1)少なくとも
一層の配線層、少なくとも一層の配線層および第１の導電部の間の各々に少なくとも一層
のシリコン酸化膜、並びに少なくとも一層の配線層および第１の導電部を接続するように
少なくとも一層のシリコン絶縁膜に導電ビア、を形成するステップを含むことができる。
【００１６】
このようなステップを備えるので、第２の導電部は、少なくとも一層の配線層および導電
ビアを含むことができ、層間膜部は少なくとも一層の配線層および第１の導電部との間に
少なくともシリコン酸化膜を含む。第２の導線部は任意のレベルの配線層を含むことがで
きる。
【００１７】
また、配線層は、銅を主要構成材料として含むことができ、導電ビアおよび導電コンタク
トは、タングステンを主要構成材料として含むことができる。
【００１８】
本発明に係わる半導体集積回路を製造する方法では、第４のステップでは、層間膜部に第
２の導電部をダマシン法によって形成することができる。ダマシン法には、シングルダマ
シン法およびデュアルダマシン法が含まれる。
【００１９】
ダマシン法によれば、まず、下に横たわる導電体を覆うようにシリコン酸化膜に形成する
。次いで、下地の導電体に到達する凹部をこのシリコン酸化膜に形成し、この凹部内に別
の導電体を形成することができる。別の導電体には、ビア導電体および配線導電体の少な
くともいずれかが含まれる。凹部には、ビア導電体が埋め込まれるように設けられた第１
の凹部および配線導電体が埋め込まれるように設けられた第２の凹部の少なくともいずれ
かを含む。ビア導電体および配線導電体は同一工程で埋め込まれることができる。
【００２０】
第２の導電部は、配線導電体およびビア導電体から成る導電レベルを少なくとも１つを含
むことができる。層間膜部は、この導電レベルの数の２倍のシリコン系絶縁物層を含むこ
とができる。あるいは、第２の導電部は、配線導電部およびビア導電部から成る一体の導
電体を少なくとも１つを含むことができる。層間膜部は、このレベル数に対応した数の導
電体が埋め込まれるべきシリコン系絶縁物層を含むことができる。
【００２１】
本発明に係わる半導体集積回路を製造する方法では、第２のステップにおいて、エッチン
グ停止膜を第１の導電部上に形成することができる。これによって、エッチング停止膜の
下に設けられた第１の導電部は、エッチングに曝されることはない。第１の導電部は、開
口部が形成される位置に関係なく設けられることができる。またエッチング停止膜の下層
に設けられた第１の導電部には、エッチング溶液にエッチングされる材料を適用すること
ができる。第１の導電層は、任意の数の配線層を備えることができる。
【００２２】
本発明に係わる半導体集積回路を製造する方法では、第３のステップにおいて、エッチン
グ停止膜を貫通して半導体デバイスと接続するように第１の導電部を形成することができ
る。このような形態は、セルフアラインコンタクトを採用するために用いられるシリコン
窒化膜をエッチング停止膜として利用する場合に好適である。
【００２３】
本発明に係わる半導体集積回路を製造する方法では、基板は、それぞれが半導体集積回路
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を含む複数の半導体チップ領域と、それぞれの半導体チップ領域の周囲に設けられたスク
ライブ領域とを含むことができる。このような基板において、第５のステップは、開口部
をスクライブ領域および半導体チップ領域の少なくともいずれかに形成するステップを有
することができる。
【００２４】
【発明の実施の形態】
以下、図面を参照しながら本発明の実施の形態について説明する、同一の部分には、可能
な場合には同一の符号を付して重複する説明を省略する。
【００２５】
引き続く説明において、ＭＯＳデバイスを有する半導体集積回路に本発明を適用した場合
について説明するけれども、本発明は、このようなデバイスに限定されることはない。
【００２６】
図１～図４は、本発明に係わる第１の実施の形態の示す工程断面図である。
【００２７】
図１を参照すると、基板２は、Ｐ型高濃度ウエハ４上にＰ型エピタキシャル層６を有する
。基板２には、Ｎチャネル型ＭＯＳデバイス１０およびＰチャネル型ＭＯＳデバイス２０
が形成されている。
【００２８】
Ｎチャネル型デバイス１０は、Ｐ型エピタキシャル層６の表層に形成される。Ｐチャネル
型デバイス２０を形成するための領域を含むようにＮウエル８を形成する。Ｎチャネル型
デバイス１０およびＰチャネル型デバイス２０のそれぞれを分離するための素子分離膜３
０ａ、３０ｂ、３０ｃを形成する。これらの素子分離膜３０ａ～３０ｃに囲まれた領域は
、デバイス形成領域となる。Ｎチャネル型デバイス１０は、素子分離膜３０ａ、３０ｂの
間に設けられる。Ｐチャネル型デバイス１０は、素子分離膜３０ｂ、３０ｃの間に設けら
れる。
【００２９】
デバイス形成領域にゲート絶縁膜３２を形成する。ゲート絶縁膜３２上にポリサイド構造
を有するゲート電極３４ａ～３４ｅを形成する。ゲート電極３４ａ、３０ｂ直下の領域１
８、２８には、ゲート電極形成前にしきい値等を制御するためにイオン注入を行って不純
物を導入している。ゲート電極３４ａ、３４ｂを形成した後に、ゲート電極３４ａと自己
整合的にＮ型ソース拡散層領域１２およびＮ型ドレイン拡散層領域１４を形成する。ゲー
ト電極３４ｂに自己整合的にＰ型ソース拡散層領域２２およびＰ型ドレイン拡散層領域２
４を形成する。
【００３０】
続いて、Ｓｉ3Ｎ4膜といった第１のシリコン窒化膜３６を基板２上に形成する。エッチン
グ停止膜として利用される第１のシリコン窒化膜３６は、例えば、ＣＶＤ法を用いて３０
ｎｍ以上１００ｎｍ以下の厚さに形成される。この第１のシリコン窒化膜３６は、セルフ
アラインコンタクト形成に用いられるエッチング停止層と兼用されることができる。
【００３１】
次いで、ＢＰＳＧ膜といった第１のシリコン酸化膜３８を第１のシリコン窒化膜３６上に
形成する。第１のシリコン酸化膜３８は、例えばＣＶＤ法を用いて５００ｎｍ以上１００
０ｎｍ以下の厚さに形成される。この後、第１のシリコン酸化膜３８および第１のシリコ
ン窒化膜３６を貫通し基板２の表面およびゲート電極に到達するように設けられたコンタ
クト孔を形成する。これらのコンタクト孔は、例えば、フォトリソグラフィック法および
ドライエッチング法を用いて形成される。形成されたコンタクト孔には、タングステン(
Ｗ)プラグといった埋め込みプラグ４０を形成する。タングステンの埋め込みに先だって
、ＴｉＷ膜をコンタクト孔の底面および側面に形成することができる。ＴｉＷ膜は、例え
ば、スパッタリング法で形成されることができ、またＷプラグは、例えば、ＣＶＤ法で形
成されることができる。埋め込みプラグ４０を形成した後に、ＣＭＰ法を用いてシリコン
酸化膜３８および埋め込みプラグ４０を平坦化する。
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【００３２】
平坦化されたシリコン酸化膜３８上に第１の配線層４２を形成する。第１の配線層４２は
、例えば、ＴｉＷ膜、Ｗ膜、ＴｉＷ膜の３層を、それぞれスパッタリング法、ＣＶＤ法、
スパッタリング法を用いて形成した後にフォトリソグラフィック法およびドライエッチン
グ法によって所定の配線形状を形成することによって得られる。第１の配線層４２は、５
００ｎｍ以上１０００ｎｍ以下の厚さを有する。
【００３３】
図２を参照しながら、さらに上層の配線層の形成について説明する。第１のシリコン酸化
膜３８および第１の配線層４２上に、第２のシリコン酸化膜４４、埋め込みプラグ４６、
および第２の配線層４８を形成する。これらの形成は、第１のシリコン酸化膜３８、埋め
込みプラグ４０、および第１の配線層４２とほぼ同様に行うことができる。しかしながら
、これと異なる形成方法を採用することができる。形成された第２のシリコン酸化膜４４
は５００ｎｍ以上２０００ｎｍ以下の厚さを有し、第１の配線層４８は５００ｎｍ以上１
０００ｎｍ以下の厚さを有する。
【００３４】
次いで、第２のシリコン酸化膜４４および第２の配線層４８上に、第３のシリコン酸化膜
５０を形成する。第３のシリコン酸化膜５０は、例えば、ＣＶＤ法によって５００ｎｍ以
上２０００ｎｍ以下の厚さに形成される。引き続いて、第３のシリコン酸化膜５０上にシ
リコン窒化膜５２を形成する。第３のシリコン酸化膜５０およびシリコン窒化膜５２内に
は、第２の配線層に４８に到達するようにビア孔を設ける。これらのビア孔は、例えば、
フォトリソグラフィック法およびドライエッチング法を用いて形成される。形成されたビ
ア孔には、タングステン(Ｗ)プラグといった埋め込みプラグ５４を形成する。コンタクト
孔の場合と同様に、タングステンの埋め込みに先だって、ＴｉＷ膜をコンタクト孔の底面
および側面に形成することができる。埋め込みプラグ５４を形成した後に、ＣＭＰ法を用
いてシリコン窒化膜５２および埋め込みプラグ５２を平坦化する。
【００３５】
続いて、平坦化された第２のシリコン窒化膜５２上に第３の配線層５６を形成する。第３
の配線層５６は、第１の配線層４２と同様の構造を有することができる。しかしながら、
これに限定されることはない。第３の配線層５６は、例えば５００ｎｍ以上２０００ｎｍ
以下の厚さを有する。
【００３６】
図３を参照しながら、開口部の形成について説明する。まず、第１のシリコン窒化膜３６
に到達する開口部５８を形成する。開口部５８は、第１～第３の配線層４２，４８、５６
および埋め込みプラグ４０、４６、５４が設けられている第１の領域とは異なる第２の領
域に形成される。
【００３７】
開口部５８を形成するために、フォトリソグラフィック法を利用して所定の孔を有するマ
スク層を形成する。このマスク層をエッチングマスクにして、まず、シリコン窒化膜５２
をエッチングする。次いで、第１のシリコン窒化膜３６に到達するまでシリコン酸化膜３
８、４４，５０のエッチングを行う。エッチングは、シリコン酸化膜３８、４４，５０に
対する第１のシリコン窒化膜３６の選択比が高い条件で行われる。この選択比の条件が満
たされる限りにおいて、ドライエッチングおよびウエットエッチングの少なくともいずれ
かを用いることができる。この選択比の条件が満たされていれば、多少のオバーエッチン
グが生じても、開口部５８は素子分離膜３０ａ～３０ｃに到達することがない。さらに、
開口部５８が形成されるべき領域には、ダミーゲート電極３４ｅを設けることができる。
これによって、オバーエッチングに対するマージンが増す。図３に示された開口部は、ド
ライエッチングを用いて形成された。
【００３８】
開口部５８が形成された基板２を少なくともフッ化水素酸を含むエッチング溶液に浸す。
この結果、シリコン酸化物を含む層間膜部３８、４４，５０が除去される。これらの酸化



(7) JP 5156155 B2 2013.3.6

10

20

30

40

50

膜３８、４４，５０が除去された工程の断面を図４に示す。シリコン酸化膜３８、４４，
５０の除去に好適な溶液は、フッ化水素酸(ＨＦ)溶液、またはフッ化アンモニウム含有の
バッファードフッ酸(BOE)である。これらの溶液を用いて、例えば常温(例示すれば、２０
℃以上２５℃以下)で被エッチング酸化膜がエッチングにより除去される条件をエッチン
グ時間およびエッチング溶液濃度の少なくともいずれかで調整する。
【００３９】
開口部５８は、第１のシリコン窒化膜３６に到達するように設けられた孔、溝であること
ができる。
【００４０】
半導体デバイス１０、２０に対しては第１のシリコン窒化膜３６がエッチング停止層とし
て機能する。また、各埋め込みプラグ４０、４６、５４および各配線層４２、４８、５６
は、それぞれ、エッチング溶液にエッチングされにくい材料で形成されている。あるいは
、各埋め込みプラグ４０、４６、５４および各配線層４２、４８、５６は、エッチング溶
液に触れる部分がエッチング溶液にエッチングされにくい材料で形成されていることもで
きる。このため、シリコン酸化膜３８、４４，５０を充分にエッチングするために必要な
時間だけエッチング溶液に曝しても、半導体デバイス１０、２０、各埋め込みプラグ４０
、４６、５４および各配線層４２、４８、５６に関する電気的特性の劣化は生じない。
【００４１】
なお、シリコン窒化膜５２および第３の配線層５６上にプラズマＳｉＮ膜(シリコン窒化
膜)、プラズマシリコン酸化膜(ｐ－ＳｉＯ膜)およびプラズマシリコン酸化窒化膜(ｐ－Ｓ
ｉＯＮ膜)といったパッシベーション膜を形成することもできる。
【００４２】
図５および図６は、ウエハ上に形成されたダイナミック・ランダムアクセス・メモリの半
導体チップを示す図面である。半導体チップ８０は、４辺をスクライブ領域８１に囲まれ
ている。スクライブ領域８１の中心線８２ａ及び８２ｂの距離は、Ｙ方向のチップサイズ
を表している。スクライブ領域８１の中心線８２ｃ及び８２ｄの距離は、Ｘ方向のチップ
サイズを表している。
【００４３】
図５および図６において、開口部５８が形成されるべき領域を示す斜線で示す。図５を参
照すると、斜線部分８４がスクライブ領域８１に設けられている。また、図６を参照する
と、配線が形成されない半導体チップ領域内に斜線部分８６が設けられている。図６では
、斜線部分８６は、長いチップ辺に沿って半導体チップの中央に１本、長いチップ辺に交
差する短いチップ辺の沿って半導体チップの中央部および両側辺の２本、それぞれ設けら
れている。
【００４４】
図５および図６に第２の領域になるべき部分を例示したけれども、第２の領域は、第２の
導電部が形成されている第１の領域と異なる領域であるということによって規定される。
したがって、図５および図６における第２の領域部分は、例示のためにのみ示されている
。
【００４５】
図７～図１１は、本発明に係わる第２の実施の形態の示す工程断面図である。
【００４６】
図７を参照すると、基板２は、Ｐ型高濃度ウエハ４上にＰ型エピタキシャル層６を有する
。基板２には、Ｎチャネル型ＭＯＳデバイス１０およびＰチャネル型ＭＯＳデバイス２０
が形成されている。Ｎチャネル型デバイス１０およびＰチャネル型デバイス２０は、図１
に示された第１の実施の形態と同様の構造を有する。第１のシリコン窒化膜３６に関する
点を除いて、第１の酸化膜３８、埋め込みプラグ４０、および第１の配線層４２の形成に
関しては、第１の実施の形態と同一の工程を有する。これらについては同一の番号を付し
て、重複する説明を省略する。
【００４７】
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引き続き、図７を参照しながら説明を行う。第１の配線層４２および第１のシリコン酸化
膜３８を覆うように、Ｓｉ3Ｎ4膜といった第３のシリコン窒化膜６０を形成する。このた
め、本実施の形態においては、機能的な役割において、第１の実施の形態における第１の
シリコン窒化膜３６には、第３のシリコン窒化膜６０が対応している。しかしながら、第
３のシリコン窒化膜６０は、第１の配線層４２と半導体デバイス１０、２０との間に設け
られていない。シリコン窒化膜６０は、例えば、ＣＶＤ法を用いて５０ｎｍ以上１００ｎ
ｍ以下の厚さに形成される。
【００４８】
図８を参照しながら、引き続く工程を説明する。第３のシリコン窒化膜６０上に第４のシ
リコン酸化膜６２を形成する。本実施の形態では、デュアルダマシン法を用いて配線およ
びビアプラグを一括して形成するので、第４のシリコン酸化膜６２は、第１の配線層４２
の段差並びに接続ビアプラグおよび配線の高さの総和よりも厚く形成される。第４のシリ
コン酸化膜６２は、例えば、ＣＶＤ法を用いて５００ｎｍ以上２０００ｎｍ以下の厚さに
形成される。なお、シングルダマシン法を適用することもできる。
【００４９】
堆積された第４のシリコン酸化膜６２には、まず、フォトリソグラフィック法およびドラ
イエッチング法を利用して、第４の配線層６６ａが形成されるべき部分に凹部６４ａを形
成する。凹部６４ａは、後の工程において導電材料で埋め込まれるので、この配線層６６
ａの厚さおよび幅を反映した形状を有する。次いで、再び、フォトリソグラフィック法お
よびドライエッチング法を利用して、第１の配線層４２と第４の配線層６６ａとを電気的
に接続する接続ビアプラグ６６ｂが形成されるべき部分に凹部６４ｂを形成する。凹部６
４ｂは、後の工程において凹部６４ａと同じ工程において導電材料で埋め込まれるので、
接続ビアプラグ６６ｂの高さおよび開口サイズを反映した形状を有する。凹部６４ｂは、
凹部６４ａの底面から第１の配線層４２の上面に到達するような深さに形成される。例示
すれば、凹部６４ａの深さは５００ｎｍ以上１０００ｎｍ以下程度であり、凹部６４ｂの
深さは５００ｎｍ以上１０００ｎｍ以下程度である。なお、第４のシリコン酸化膜６２は
、凹部６４ａおよび凹部６４ｂとの境界にシリコン窒化膜を挟むことができる。これによ
って、それぞれの凹部の深さに対する制御性が増す。
【００５０】
図９を参照すると、凹部６４ａおよび６４ｂが導電体で埋め込まれている。この埋め込み
は以下の順序で行われる。ます、第１の導電層６６ｃ、例えばＴａＮ膜またはＴａＳｉＮ
膜といった拡散障壁層または密着層を全面に形成する。第１の導電層６６ｃは、例えばス
パッタリング法を用いて３０ｎｍ以上１００ｎｍ以下程度の厚さにを堆積される。これに
よって、凹部６４ａ、６４ｂの底面および側面には、第１の導電層６６ｃが形成される。
次いで、銅(Ｃｕ)といった導電体で凹部６４ａ、６４ｂを埋め込み、第２の導電層６６ａ
を形成する。Ｃｕの導電体は、例えばスパッタリング法を用いて５０ｎｍ以上１００ｎｍ
以下程度の厚さのシード層を形成した後に、電解メッキ法より１μｍ以上５μｍ以下程度
の厚さに成膜される。導電体の厚さは、凹部６６ａ、６６ｂを埋め込む程度の厚さに加え
て、後の工程において平坦化を行うことができる程度の厚さであることが好ましい。第４
の配線層６６ａおよび接続ビアプラグ６６ｂは、その機能上から別個の工程で形成される
別個の部材のように表現されているけれども、上記の説明から明らかなように、第４の配
線層６６ａおよび接続ビアプラグ６６ｂは同一の工程で一緒の形成される第１の導電部材
６６である。
【００５１】
このように形成された第４のシリコン酸化膜６２および第１の導電部材６６は、例えばＣ
ＭＰ法といった平坦化法を利用して、図９に示されるように平坦化される。平坦化された
第４のシリコン酸化膜６２および導電部材６６上には、薄いシリコン窒化膜６７が形成さ
れることができる。
【００５２】
引き続いて、第５のシリコン酸化膜６８ａ内に第２の導電部材７０ａをシングルダマシン
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法によって形成する。まず、第５のシリコン酸化膜６８ａは、既に説明された第５のシリ
コン酸化膜６２と同様な工程によってシリコン窒化膜６７上に形成されることができる。
次いで、第５のシリコン酸化膜６８ａには、第２の導電部材７０ａが形成されるべき領域
に凹部６９ａを形成する。凹部６９ａは、フォトリソグラフィック法およびドライエッチ
ング法を採用して、シリコン窒化膜６７をエッチングにより除去し導電体６６ａに到達す
るように形成される。凹部６９ａには、第１の導電部材６６と同様な方法で第２の導電部
材７０ａを形成することができる。このように形成された第５のシリコン酸化膜６８ａお
よび第２の導電部材７０ａは、例えばＣＭＰ法といった平坦化法を利用して平坦化される
。
【００５３】
引き続いて、第６のシリコン酸化膜６８ｂ内に第３の導電部材７０ｂをシングルダマシン
法によって形成する。第６のシリコン酸化膜６８ｂおよび第３の導電部材７０ｂは、既に
説明された第５のシリコン酸化膜６８ａおよび第２の導電部材７０ａと同様な工程によっ
て凹部６９ｂを埋め込むことによって形成されることができるので、その詳細な説明を省
略する。しかしながら、第６のシリコン酸化膜６８ａおよび第３の導電部材７０ａは、第
５のシリコン酸化膜６８ａおよび第２の導電部材７０ａとそれぞれ異なる構造を有するこ
とができ、また異なる工程によって形成されることができる。
【００５４】
図１０参照すると、平坦化された第６のシリコン酸化膜６８および第２の導電部材７０が
示されている。これらの表面には、第４のシリコン窒化膜７２が形成されている。第４の
シリコン窒化膜７２は、例えば、ＣＶＤ法を用いて５０ｎｍ以上１００ｎｍ以下の厚さに
形成される。
【００５５】
図１０を参照しながら開口部の形成について説明する。まず、第３のシリコン窒化膜６０
に到達する開口部７４を形成する。開口部７４は、第１および第２の導電部６６、７０が
設けられている第１の領域とは異なる第２の領域に形成される。
【００５６】
開口部７４を形成するために、フォトリソグラフィック法を利用して所定の孔を有するマ
スク層を形成する。このマスク層をエッチングマスクにして、シリコン酸化膜６２、６８
およびシリコン窒化膜７６をシリコン窒化膜６０に到達するまでエッチングを行う。エッ
チングは、第３のシリコン窒化膜６０に対する選択比が高い条件でシリコン酸化膜６２、
６８を除去する。この選択比の条件が満たされる限りにおいて、ドライエッチングおよび
ウエットエッチングの少なくともいずれかを用いることができる。この選択比の条件が満
たされていれば、多少のオバーエッチングが生じても、開口部７４は第１のシリコン酸化
膜３８および素子分離膜３０ａ～３０ｃに到達することがない。図１０に示された開口部
は、ドライエッチングを用いて形成された。
【００５７】
開口部７４が形成された基板２を少なくともフッ化水素酸を含むエッチング溶液に浸す。
この結果、シリコン酸化物６２、６８を含む層間膜部が除去される。図１１は、これらの
酸化膜６２、６８が除去された工程の断面を示す。開口部７４は、第１の実施の形態と同
様に、第４のシリコン窒化膜６０に到達するように設けられた孔、溝であることができる
。
【００５８】
本実施の形態においても、第１の実施の形態と同様に、半導体デバイス１０、２０に対し
ては第３のシリコン窒化膜６０がエッチング停止膜として機能する。第２の導電部６６、
７０ａ、７０ｂは、それぞれ、エッチング溶液にエッチングされにくい材料で形成されて
いる。あるいは、これらの導電部材６６、７０(７０ａ、７０ｂ)は、エッチング溶液に触
れる部分がエッチング溶液にエッチングされにくい材料で被覆されていることもできる。
このため、シリコン酸化膜６２、６８を充分にエッチングするために必要な時間だけエッ
チング溶液に曝しても、半導体デバイス１０、２０、第１のシリコン酸化膜３８、埋め込
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みプラグ４０、および配線層４２に関する電気的特性の劣化は生じない。
【００５９】
エッチング停止膜として、シリコン窒化膜を使用する場合について説明したけれども、エ
ッチング停止膜はシリコン窒化膜に限られることはない。エッチング停止膜は、シリコン
窒化膜、ＳｉＣ膜、およびアモルファスＳｉＣ：Ｈ(α－ＳｉＣ：Ｈ)膜の少なくともいず
れかを含むことができる。エッチング停止膜は、シリコン酸化膜を含む層間膜部をエッチ
ングするためのエッチング溶液に関してシリコン酸化膜のエッチレートより小さいエッチ
レートを有する。
【００６０】
第２の実施の形態によれば、最下層の導電層４２が、開口部７４の位置に関係なく設けら
れることができる。このため、半導体デバイスを接続する配線層として利用できる。配線
層４２は周囲をシリコン絶縁膜に囲まれているので、配線キャパシタンスが配線層４２に
付加される。しかしながら、近接した半導体デバイスの接続に配線層４２を利用する限り
において、このキャパシタンスの寄与は動作速度に大きく影響しないと考えられる。また
、最下層の導電層４２を開口部７４の位置に関係なく設けるので、半導体集積回路内にお
ける相互接続に対する制限を実質的に増加することはない。
【００６１】
第２に実施の形態においては、エッチング停止層である第３のシリコン窒化膜６０より下
には第１の導電部が設けられ、シリコン窒化膜６０より上には第２の導電部が設けられて
いる。
【００６２】
図１２は、図１１に対応する平面図であり、Ｉ－Ｉ断面が図１１の断面に対応する。図１
２によれば、第１の導電部に含まれる埋め込みプラグ４０は矩形の形状を有し、また第１
の導電部に含まれる第１の配線層４２に埋め込みプラグ４０を覆って、平面的に広がって
いる。第２の導電部に含まれる接続ビアプラグ６６ｂおよび導電ビア７０ａは矩形の形状
を有し、また第２の導電部に含まれる第４の配線層６６ａおよび第３の導電部材７０ｂは
、それぞれ接続ビアプラグ６６ｂおよび導電ビア７０ａを覆って、平面的に広がっている
。
【００６３】
第１および第２の実施の形態では、ＭＯＳトランジスタといったＭＩＳ型電界効果トラン
ジスタ(ＦＥＴ)を有する半導体集積回路について説明したけれども、本発明はこれに限定
されない。ＭＯＳトランジスタに代えて、またはこれに加えてバイポーラトランジスタを
有する半導体集積回路に適用することができる。
【００６４】
エッチング停止層として機能するシリコン窒化膜層より上層のシリコン酸化膜を除去する
ので、エッチング停止層を設ける位置に応じて低キャパシタンス化したい配線層を選択す
ることができる。
【００６５】
【発明の効果】
本発明に係わる半導体集積回路を製造する方法によれば、基板に設けられた半導体デバイ
スを覆うようにエッチング停止層を形成し、この上に一層以上の導電部材および層間絶縁
膜を形成した後に、エッチング停止層に到達する開口部を形成する。この開口部が形成さ
れた基板を少なくともフッ化水素酸を含む溶液に浸し、シリコン酸化物の層間膜部を除去
する。シリコン酸化物で形成されている層間膜部は、フッ化水素酸を含む溶液でエッチン
グされるので、絶縁物に接触していない配線が形成される。このエッチングに対してエッ
チング停止層が保護膜として機能するので、半導体デバイスはエッチングから保護されて
いる。また、エッチングのために利用する開口部を基板上の第２の領域に設けたので、エ
ッチング停止層に到達する開口部を導電部に関係なく形成できる。形成された開口部の側
面に層間膜部が露出するので、あらゆる深さの層間膜部の側面から順にエッチングが進行
する。
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【００６６】
したがって、新規な装置を利用することなく、半導体集積回路の動作速度を高速化できる
半導体集積回路を製造する方法が提供された。
【図面の簡単な説明】
【図１】図１は、第１の実施の形態の示す工程断面図である。
【図２】図２は、第１の実施の形態の示す工程断面図である。
【図３】図３は、第１の実施の形態の示す工程断面図である。
【図４】図４は、第１の実施の形態の示す工程断面図である。
【図５】図５は、ウエハ上に形成されたダイナミック・ランダムアクセス・メモリの半導
体チップを示す図面である。
【図６】図６は、ウエハ上に形成されたダイナミック・ランダムアクセス・メモリの半導
体チップを示す図面である。
【図７】図７は、第２の実施の形態の示す工程断面図である。
【図８】図８は、第２の実施の形態の示す工程断面図である。
【図９】図９は、第２の実施の形態の示す工程断面図である。
【図１０】図１０は、第２の実施の形態の示す工程断面図である。
【図１１】図１１は、第２の実施の形態の示す工程断面図である。
【図１２】図１２は、図１１に対応する平面図であり、Ｉ－Ｉ断面における断面が図１１
である。
【図１３】図１３は、半導体集積回路の動作速度を示す特性図である。
【符号の説明】
２…基板、４…Ｐ型高濃度ウエハ、６…Ｐ型エピタキシャル層、８…Ｎウエル、１０…Ｎ
チャネル型ＭＯＳデバイス、１２…Ｎ型ソース拡散層領域、１４…Ｎ型ドレイン拡散層領
域、２０…Ｐチャネル型ＭＯＳデバイス、２２…Ｐ型ソース拡散層領域、２４…Ｐ型ドレ
イン拡散層領域、３０ａ、３０ｂ、３０ｃ…素子分離膜、３２…ゲート絶縁膜、３４ａ～
３４ｅ…ゲート電極層、３６…第１のシリコン窒化膜、３８…第１のシリコン酸化膜、４
０…埋め込みプラグ、４２…第１の配線層、４４…第２のシリコン酸化膜、４６…埋め込
みプラグ、４８…第２の配線層、５０…第３のシリコン酸化膜、５２…シリコン窒化膜、
５４…埋め込みプラグ、５６…第３の配線層、５８…開口部、６０…第３のシリコン窒化
膜、６２…第４のシリコン酸化膜、６４ａ、６４ｂ…凹部、６６ａ…第４の配線層、６６
ｂ…接続ビアプラグ、６６ｃ…第１の導電層、６８ａ…第５のシリコン酸化膜、７０ａ…
第２の導電部材(導電ビア)、６８ｂ…第５のシリコン酸化膜、７０ｂ…第３の導電部材、
７２…第４のシリコン窒化膜、７４…開口部、８０…半導体チップ、８１…スクライブ領
域
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